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いしい

　静子
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こ
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経験者
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福祉団体

６名
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いわき市地域自立支援協議会の概要 

 

１ 法令根拠 

  障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総

合支援法」という。）第 89 条の３第１項（努力義務） 

 

２ 目的（障害者総合支援法第 89 条の３第２項） 

  関係機関が相互の連携を図ることで、地域における障害者等への支援体制に関す

る課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の

実情に応じた体制の整備について協議を行うことで、障がい者等への支援体制の整

備を図ることを目的とする。 

 

３ 設置要綱 

  いわき市地域生活支援事業実施要綱及びいわき市地域自立支援協議会設置要綱

（以下「設置要綱」という。） 

【設置趣旨】 

 障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、相談

支援事業の適切な運営及び地域の障害福祉に関するシステムづくりに関して中核的な

役割を果たす定期的な協議の場として活用するもの。 

 

４ 構成 

 ⑴ 全体会議（設置要綱関係条による） 

  ・ 学識経験者、団体、施設等、関係機関、市民代表の最大 20 名で構成。（任期３

年） 

  ・ 事務局は障がい福祉課及び基幹相談支援センター。 

 ⑵ 運営会議（設置要綱第７条第２項により任意設置） 

  ・ 障がい福祉課、基幹相談支援センター、障がい者相談支援センター、地域生 

   活支援コーディネーター及び専門部会長で構成。 

  ・ 事務局は障がい福祉課及び基幹相談支援センター。 

 ⑶ 専門部会（設置要綱第７条第２項により任意設置） 

  ・ 専門部会には部会長・副部会長を置く。 

  ・ 専門部会の事務局は、障がい福祉課が担当する。 

 ⑷ 地域会議（設置要綱第７条第２項により任意設置） 

  ・ 地域会議の事務局は、障がい者相談支援センターが担当する。 

 

５ 主な機能 

 ⑴ 一般的な機能（自立支援協議会の運営マニュアルより抜粋） 

  ア 情報機能 
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   ・ 困難事例や地域の現状・課題等の情報共有と情報発信。 

  イ 調整機能 

   ・ 地域の関係機関によるネットワーク構築。 

   ・ 困難事例への対応のあり方に対する協議・調整。 

  ウ 開発機能 

   ・ 地域の社会資源の開発、改善。 

  エ 教育機能 

   ・ 構成員の資質向上の場として活用。 

  オ 権利擁護機能 

   ・ 権利擁護に関する取り組みを展開する。 

  カ 評価機能 

   ・ 中立、公平性を確保する観点から、委託相談支援事業所の運営評価等。 

  キ 施策提案等機能 

   ・ 課題別に必要に応じ設置される専門部会等で各課題やその対応策について

調査、協議を重ね、運営会議を通し、全体会において課題や対応策を確認し、

市への施策提案等に繋げる。 

 ⑵ 重要施策の協議や確認等を行う機能 

  ア 市障がい者計画等の進捗状況の把握や必要に応じた助言 

  イ 障害者差別解消支援地域協議会としての対応 等 
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いわき市地域自立支援協議会設置要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を営む

ことができるよう、相談支援事業の適切な運営及び地域の障害福祉に関するシ

ステムづくりに関して中核的な役割を果たす定期的な協議の場として、いわき

市地域生活支援事業実施要綱（平成18年10月１日実施）第16条の規定により設

置する地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）の組織及び運営等につ

いて必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について所掌する。 

 ⑴ 困難事例等の検討・調整に関すること。 

 ⑵ 地域の関係機関によるネットワーク構築に関すること。 

 ⑶ その他必要な事項。 

 （組織） 

第３条 協議会は、20名以内の構成員をもって組織し、別表に掲げる者のうちか

ら市長が委嘱する。 

 （任期） 

第４条 構成員の任期は３年とする。ただし、再任を妨げないものとする。 

 （会長及び副会長） 

第５条 協議会には、会長及び副会長を各１名置き、構成員の互選により定める。 

 （会議） 

第６条 協議会は、会長が召集し、その議長となる。会長に事故あるとき又は会

長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 

２ 会長が、必要があると認めたときは、構成員以外の者の出席を求め、説明又

は意見を聴くことができる。 

 （運営会議等） 

第７条 協議会には、その円滑な運営を図るため、必要に応じ、運営会議及び部

会等を設けることができる。 

２ 前項の規定に基づいて設置した運営会議及び部会等の組織、運営等について

は、会長が別に定める。 

 （事務局） 

第８条 協議会の事務は、保健福祉部障がい福祉課において処理する。 

 （個人情報） 

第９条 協議会において知り得た個人情報については、その取り扱いを十分留意

しなければならない。 
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 （委任） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項につい

ては、会長が定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成21年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成24年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成29年４月１日から実施する。 

   附 則 

 この要綱は、平成31年４月１日から実施する。 

 

別表（第３条関係） 

区 分 団 体 等 名 

学識経験者 大学等 

（内科医又は整形外科医） 

（精神科医） 

障害者団体等 いわき市盲人福祉協会 

いわき市手をつなぐ育成会 

いわき地区自閉症児・者親の会 

いわき市身体障害者福祉協会 

いわき聴力障害者会 

いわき市腎臓病患者友の会 

障害者福祉施設等 いわき地区障がい者福祉連絡協議会 

社会福祉法人いわき福音協会 

社会福祉法人育成会 

社会福祉法人誠心会 

社会福祉法人希望の杜福祉会 

障害者関係機関等 福島県立いわき支援学校 

福島県立平支援学校 

いわき公共職業安定所 

いわき市障害者就業・生活支援センター 

いわき市社会福祉協議会 

市民代表等 いわき市ボランティア連絡協議会等 
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第

１

回

第

２

回

令和４年度 いわき市地域自立支援協議会における協議事項

　年度当初は新型コロナウイルス感染症の影響にて、ZOOMを併用したハイブリット開催を実

施。その後、感染状況を確認しながら対面開催を２回実施することができた。各専門部会につい

ては、感染症の影響もあり縮小を余儀なくされた活動もあったが、課題共有等は運営会議を通じ

て実施できており、ここ数年の感染症での開催中止等が目立った年度と比較すると、徐々に以前

の活動や開催回数・実施方法が戻りつつある年度となった。

開催日時

開催方法
報告事項 協議事項等

令和4年3月23日

（対面開催）

・令和４年度専門部会等の評価と課題

・第５次いわき市障がい者計画等に係

るアンケート調査について

・障がい者虐待防止に向けた取組みに

ついて

・個別事例経過報告について

・令和５年度いわき市地域自立支援協

議会下部組織の構成等について

・令和４年度いわき市地域自立支援

協議会における協議事項等について

・令和４年度自立支援協議会下部組

織の構成及び目的等について

令和4年10月20日

（対面開催）

・令和４年度専門部会中間報告につい

て

・いわき市障がい者計画事業実施状況

について

・障害者差別解消法に係る対応状況に

ついて

・当事者部会の設置について

第

３

回

令和4年5月26日

（ハイブリット

開催）

・令和４年度いわき市地域自立支援協

議会の組織について（委員名簿、概

要、下部組織体制等の説明）

・令和４年度いわき市相談支援等事業

について

・令和４年度いわき市地域生活支援体

制強化事業について

・福祉避難所の設置、運営の見直しに

ついて

・障がい者虐待防止・対応マニュアル

の改訂について
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令和５年度いわき市障害者相談支援等事業について 

 

 １ 目的 

   障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律

第123号。以下「法」という。）第77条第１項第３号に規定する相談支援事業及び

第77条の２に規定する基幹相談支援センター事業に係る業務を行う。 

  ⑴ 障がいの種別に関わらず、障がい者等の福祉に関する各般の問題につき、障

がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供や助言その他の障がい福祉サー

ビスの利用支援、障がい者の権利擁護など必要な支援を行う。 

  ⑵ 障害福祉サービス事業者等からの障がいに関する総合相談・専門相談及び相

談支援体制強化の取り組みなど地域における相談支援の中核的な業務を行う。 

 

 ２ 設置場所及び担当地域 

  ⑴ 相談支援事業（障がい者相談支援センター） 

設置場所 担当地域 

平字梅本 21 

（いわき市役所本庁舎１階） 

北部地域（平・四倉・久之浜大久・小川・

川前各地区保健福祉センター管轄圏域） 

小名浜花畑町 34－2 

（小名浜支所北分庁舎内） 

小名浜地域（小名浜地区保健福祉センタ

ー管轄圏域） 

錦町大島１ 

（勿来支所内） 

勿来・田人地域（勿来・田人地区保健福

祉センター管轄圏域） 

常磐湯本町吹谷 76-1 

（常磐支所内） 

常磐・遠野地域（常磐・遠野地区保健福

祉センター管轄圏域） 

内郷高坂町四方木田 191 

（総合保健福祉センター内） 

内郷・好間・三和地域（内郷・好間・三

和地区保健福祉センター管轄圏域） 

  ⑵ 基幹相談支援センター事業 

設置場所 担当地域 

平字梅本 21 

（いわき市役所本庁舎２階） 
市内一円 

 

 ３ 事業内容 

  ⑴ 相談支援事業（障がい者相談支援センター） 

   ア 福祉サービスの利用援助 

     福祉サービスの利用に関する情報提供や支援等を行う。 

   イ 社会資源を活用するための支援 

     福祉サービス以外の各種支援施策の活用に関する情報提供や支援等を行

う。 

   ウ 社会生活を高めるための支援 

     生活する上で必要な人間関係、健康管理、金銭管理等に関する助言や支援

等を行う。 

   エ 権利擁護・虐待防止のために必要な援助 

   （ア）成年後見制度の利用に関する情報提供や支援等を行う。 
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   （イ）差別解消に関する相談を受け付け、市と協力して対応する。 

   （ウ）虐待に関する相談を受け付け、市と協力して対応する。 

   オ 専門機関の紹介 

     他の専門機関の紹介や引継ぎ等を行い、必要に応じて連携して支援する。 

   カ 社会資源の改善・開発に向けた調整 

   （ア）いわき市地域自立支援協議会（地域会議）を運営し、課題の抽出やその

解決策の検討を行う。 

   （イ）必要に応じ、いわき市地域自立支援協議会（全体会、運営会議及び専門

部会等）及び事業者連絡会に参加する。 

   キ その他 

   （ア）災害時に安否確認等が必要となる者の把握に努める。 

   （イ）障がい者相談支援センターの周知を行う。 

   （ウ）地域における障がいに対する理解の啓発に取り組む。 

  ⑵ 基幹相談支援センター事業 

   ア 障がいの種別にかかわらず、また各種ニーズに対応できる総合的及び専門

的な相談支援 

     障がいの種別にかかわらず、障がい者等からの相談を受け付け、主訴やニ

ーズを整理した上で情報提供や支援等を行う。 

   イ 相談支援事業者に対する指導、助言、人材育成の支援等、地域の相談支援

体制の強化の取組 

   （ア）サービス等利用計画等の適正化に関する評価、助言及び支援等を行う。 

   （イ）相談支援ネットワークの運営を支援し、研修会や事例検討会等の資質向

上に向けた取り組みを行う。 

   ウ 障害者支援施設や精神科病院等からの地域移行及び地域生活を支えるた

めの地域定着の促進への取組 

     地域の実情を把握し、課題の抽出やその解決策の検討を行う。 

   エ 権利擁護・虐待防止の取組 

   （ア）地域の実情を把握し、課題の抽出やその解決策の検討を行う。 

   （イ）事業者に対する助言等を行う。 

   オ いわき市地域自立支援協議会の運営を通じた障がい者等への支援の強化 

   （ア）全体会の運営の補助を行う。 

   （イ）運営会議の運営を行う。 

   （ウ）必要に応じ、いわき市地域自立支援協議会（専門部会等）及び事業者連

絡会に参加する。 

   カ その他 

   （ア）市と協力し、人材確保・育成に向けた取り組みを行う。 

   （イ）基幹相談支援センターの周知を行う。 

 

 ４ 人員配置 

  ⑴ 相談支援事業（障がい者相談支援センター） 

    障がい者等の相談及び援助に関して、専門的知識及び経験を有する者を常勤

職員として置くものとする。 
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    配置にあたっては、次のとおり９名を配置する。 

担当地域 配置人員 

北部地域（平・四倉・久之浜大久・小川・川前

各地区保健福祉センター管轄圏域） 
４名 

小名浜地域（小名浜地区保健福祉センター管轄

圏域） 
２名 

勿来・田人地域（勿来・田人地区保健福祉セン

ター管轄圏域） 
１名 

常磐・遠野地域（常磐・遠野地区保健福祉セン

ター管轄圏域） 
１名 

内郷・好間・三和地域（内郷・好間・三和地区

保健福祉センター管轄圏域） 
１名 

  ⑵ 基幹相談支援センター事業 

    障害福祉サービス事業者等からの相談等に対応できる専門的知識及び経験

を有する者かつ有資格者（社会福祉士、精神保健福祉士、相談支援専門員等）

を常勤職員として置くものとする。 

    配置にあたっては、３名（専門職）を配置する。 

 

 ５ 地区保健福祉センター、障がい者相談支援センター及び計画相談支援事業所と

の役割分担のイメージ 

  ⑴ 計画相談支援事業所有りの場合 

区分 地区保健福祉センター 障がい者相談支援センター 計画相談支援事業所 

相談 

・ 複数のサービス及びインフォーマ

ルサービスなどが必要な場合や、処

遇が困難となりそうなケースと考

えられる場合は相談支援センター

へ相談 

・ 上記以外はサービスの支給申請へ 

・ 地区センからの相談

に応じ、事業所調整等

の対応補助 

・ 直接相談が入った

場合は地区セン担当

者へ情報提供 

― 

申請 

受付 
・ 計画相談支援事業所の情報提供 ― ― 

調査等 
・ 直営または委託での認定調査 

・ 必要に応じ障害支援区分の認定 

・ 認定調査について

は一部委託を受ける

場合有り 

・ サービス等利用

計画案の作成 

支給 

決定 
・ 決定通知、受給者証の発行 ― ― 

担当者 

会議 
・ 関係機関として参加の場合有り 

・ 関係機関として参

加の場合有り 
・ 関係機関を招集 

サービ

ス利用 

  
・ サービス等利用

計画の作成 

・ サービス利用に問題がある場合 

 ① 計画相談支援事業所と地区センでケース会議等により対応 

 ② ①においても処遇困難の場合には相談支援センターも含めた対応に移行 

モニタ 

リング 
― ― 

・ 状況に応じたモ

ニタリング 
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  ⑵ 計画相談支援事業所なしの場合 

区分 地区保健福祉センター 障がい者相談支援センター 

相談 

・ 複数のサービス及びインフォーマルサ

ービスなどが必要な場合や、処遇が困難

となりそうなケースと考えられる場合

は相談支援センターへ相談 

・ 上記以外はサービスの支給申請へ 

・ 地区センからの相談に応じ、事業所

調整等の対応補助 

・ 直接相談が入った場合は地区セン担

当者へ情報提供 

申請 

受付 
・ 計画相談支援事業所の情報提供 ― 

調査等 

・ 直営または委託での認定調査 

・ 必要に応じ障害支援区分の認定 

・ サービス等利用計画（セルフプラン）

の作成補助 

・ 認定調査については一部委託を受け

る場合有り 

・ 場合により、サービス等利用計画（セ

ルフプラン）の作成補助支援 

支給 

決定 
・ 決定通知、受給者証の発行 ― 

担当者 

会議 
・ 必要に応じ、関係機関を招集 ・ 関係機関として参加の場合有り 

サービ

ス利用 

・ サービス利用に問題がある場合で、処遇困難の場合には相談支援センターも含

めた対応 

モニタ 

リング 
・ 必要に応じ実施 ― 

 

※ 障がい者相談支援センターは、専門的知識及び経験を有する者であることから、主に処遇困

難ケースについて地区保健福祉センターや相談支援事業所と連携し、原則として主担当とはな

らず、側面的な支援として専門的な意見やコーディネートを行う（場合により基幹相談支援セ

ンターを含める）。  
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令和４年度相談支援事業等実績報告【障がい者相談支援センター】

１　利用者数
　⑴　18歳未満

【傾向】

　⑵　18歳以上
【傾向】

２　支援方法

【傾向】

①　知的障がい及び発達
障がいが約６割を占めて
いる。
　・知的：43.6％
　・発達：19.0％

②　18歳以上と比較する
　と、発達障がい及びそ
　の他の割合が高い。
　・発達障がい
　　18歳未満：19.0％
　　18歳以上： 8.3％
　・その他
　　18歳未満：19.0％
　　18歳以上： 6.1％

　精神障がい及び知的障
がいで全体の約７割を占
めている。
　・精神障がい：46.1％
　・知的障がい：27.4％

　電話による相談が最も多く（44.7％）、次いで関係機関との連携等（32.7％）となって
いる。

身体

265人

重症心身

3人

知的

688人

精神

1,156人

発達

209人

高次脳機能

35人 その他

152人

身体

55人

重症心身

3人

知的

277人

精神

50人

発達

121人

高次脳機能

8人

その他

121人

総数

635人

総数

2,508人
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３　支援内容

【傾向】
　福祉サービスの利用等に関する支援が最も多くなっている。（25.6％)
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令和４年度相談支援事業等実績報告【基幹相談支援センター】 

 

１．障がいの種別にかかわらず、また各種ニーズに対応できる総合的及び専門的な相談支援 

（１）対応件数（延べ） 

 

２．相談支援事業者に対する指導、助言、人材育成の支援等、地域の相談支援体制の強化 

（１）地域の相談支援事業者に対する訪問等による専門的な指導・助言 

 

 

（２）地域の相談支援事業者の人材育成の支援 

研修等の開催 （回） 

 

 

 

 

 

 

 

 

基幹主催研修会 6

相談支援ネットワーク定例会運営 5

スーパービジョン研修会 6

事例検討会 9

主任相談支援専門員会議 6

法定研修実地研修 4

フォローアップ研修の開催、運営 1

合計 37

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

相談員に対する助言 18 13 19 23 14 25 16 11 11 16 10 10 186

相談支援事業所訪問 0 1 4 0 0 6 2 3 7 0 0 1 24

サービス等利用計画の適正化支援 1 0 0 1 0 1 1 0 5 0 0 0 9

サービス事業所等に対する助言 1 2 0 2 1 3 4 2 2 1 0 1 19

うち専門相談機関等の連携・連絡

調整を行った件数
9 7 5 12 4 1 2 8 10 16 7 8 89

そのうち訪問によるもの 4 5 8 6 4 17 13 8 13 5 2 12 97

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計

4 8 4 1 3 2 3 3 8 2 3 3 44

11 16 24 22 15 11 17 18 16 26 31 28 235

5 2 3 1 0 0 1 3 1 2 3 7 28

10 3 2 6 13 4 6 3 6 5 6 13 77

5 2 6 10 4 7 8 0 6 10 2 8 68

2 1 2 3 0 0 1 0 2 0 2 5 18

18 12 10 5 16 9 12 8 8 17 13 10 138

5 12 16 14 6 6 10 4 9 13 6 19 120

総
合

相

談

業
務

（者）初期相談に対する対応

（者）継続支援ケースに対する対応

（児）初期相談に対する対応

（児）継続支援ケースに対する対応

支援会議参加

サービス調整等

うち専門相談機関等の連携・連

絡調整を行った件数

そのうち訪問によるもの
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（３）地域の相談機関との連携強化の取組の実施 

定例会議、随時の意見交換会等 （回） 

 

対象 回数

障がい者相談支援センター 12

障がい者就業・生活支援センター 3

部会セミナー 1

教育分野 15

児童分野 8

県内基幹連携会議 3

浜ねっと会議 12

事業所連絡会 9

高齢分野との連携 2

その他福祉団体等 4

保健所 4

合計 73

備考

浜通り地区基幹相談、相談支援アドバイザー、保健福祉事務所

支援室、事務所、双葉圏域教育と福祉の協議等

児童相談所、こども支援課、子育てサポ―トセンター等

ケアマネ協会等
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令和５年度いわき市地域生活支援体制強化事業について 

 

１ 目的 

  障がい児者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、障がい児者やその家族が地

域で安全・安心に生活できるよう、緊急時を想定した体験の場の確保、緊急時にお

ける迅速な相談及び必要に応じた緊急的な対応が図られる体制等を強化し、障がい

児者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築するもの。 

 

２ 令和５年度事業概要等 

 ⑴ 日中一時支援事業 

事業概要 

 障がい児者の家庭の就労支援及び障がい児者を日常的に介護し

ている家族の一時的な休息等を目的として、障がい児者の日中に

おける活動の場を確保し、適切なサービスを提供するもの。 

 障がい児者が安心して過ごすことができる場所の確保を容易に

するため、令和２年度より、委託可能事業所に「生活介護事業所」

を追加した。 

令和５年度方針 
 委託可能事業所（短期入所、障害児通所支援、生活介護）への

働きかけを継続し、委託事業所数の増を図る。 

委託事業所数 27か所（R5.4.1現在）（P19-20参照） 

 

 ⑵ 緊急一時宿泊事業 

事業概要 

 介護を行う者の疾病その他のやむを得ない事由により、緊急に

居宅においてその介護を行う者がいなくなった障がい者に対し、

生活介護の事業を行う者が当該事業を行う事業所において一時的

に宿泊を伴う見守り等の支援を行うもの。 

令和５年度方針 
 生活介護事業所への働きかけを継続し、委託事業所数の増を図

る。 

委託事業所数 ６か所（内県外1か所）（R5.4.1現在）（P21参照） 

 

 ⑶ 地域生活支援コーディネーター事業 

事業概要 

 障害児者やその家族等に対して積極的な働きかけを行う専門の

相談員を配置することにより、緊急時や親亡き後を見据えた支援

に関する相談に応じるとともに、緊急事態が生じたときに迅速に

対応できる体制の構築を図るもの。 

令和５年度方針 
 要支援者及び事業所への働きかけを継続し、更なる支援体制の

強化を図る。 

配置数 １名（障がい福祉課内に配置） 
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３ 令和４年度実績 

 ⑴ 日中一時支援事業                 延べ利用件数 

区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

短期入所・障害児通所支援事業所 1,688件 1,655件 1,492件 

生活介護事業所（拡大分） 1,340件 1,591件 1,542件 

計 3,028件 3,246件 3,034件 

 ⑵ 緊急一時宿泊事業：６件 

 ⑶ 地域生活支援コーディネーター事業 

①支援者数（実人数） 

区分 児 者 計 

身体障害 ４ ６０ ６４ 

重症心身障害    

知的障害 １８ １６０ １７８ 

精神障害  １６５ １６５ 

発達障害 １  １ 

高次脳機能障害  １ １ 

その他 １ ４０ ４１ 

計 ２４ ４２６ ４５０ 

②支援方法（延べ支援件数） 

区分 
訪問 同行 会議 電話 その他 計 

児 者 児 者 児 者 児 者 児 者 児 者 

身体障害 １ 17    1  ６ ３ 49 ４ 72 

重症心身障害             

知的障害 ４ 17  ２  ３  56 16 137 20 215 

精神障害  ４    １  25  156  186 

発達障害       ２  2  ２  

高次脳機能障害          １  1 

その他  ５      11 １ 31 １ 47 

計 ５ 43  ２  ４ ２ 98 3 374 27 521 

③支援内容（延べ支援件数） 

区分 
プラン作成(補助) 権利擁護 理解促進 関係機関への案内 その他 計 

児 者 児 者 児 者 児 者 児 者 児 者 

身体障害        ３ ４ 69 ４ 72 

重症心身障害             

知的障害  12  10  ２  13 20 178 20 215 

精神障害  ２  ３    １    186 

発達障害   1      1  ２  

高次脳機能障害          １  1 

その他    １    １ １ 45 1 47 

計  14 1 14  ２  158 1 316 27 521 

 備考 「児」は18歳未満、「者」は18歳以上とする。 
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④地域生活支援体制の強化・整備に向けた調整に関する業務（調整等回数） 

 

⑤基幹相談支援センター等との連携（会議等参加回数） 

障がい福祉課協議 8

地区保健福祉センター（個別支援に係る調整） 18

自殺対策（保健所・会議等） 6

いわきケアマネ協会・特別養護老人ホーム（高齢） 3

病院・薬局 8

事業所訪問・来所（計画相談、生活介護、短期入所など） 40

サービス管理責任者交流会・児童通所等研修 5

事業所ネットワーク会議 2

地域会議（おしゃべり会・赤井）、個別支援会議 11

民生児童委員協議会 9

拠点定着・地域移行研修等 5

地域生活支援拠点等整備事業コーディネーターミーティ
ング・事務局会議（けんなん・郡山・いわき）

9

全体会 3

運営会議 7

地域生活支援部会 6

地域生活支援部会主催研修 2

事業所連絡会 10

育成関係 講師・実習生対応 8

160計

地域における支援体制の強
化・整備に係る他機関との連
携・調整等

いわき地域自立支援協議会
への参画

県内地域生活支援拠点等事
業の促進及び情報共有

障がい者相談支援センター定例会
地域包括支援センター管理者会議

14

障がい者相談支援センター（南部・北部カンファレンス） 15

グループスーパービジョン・事例検討会 8

相談支援ネットワーク定例会・相談支援専門員協会 7

基幹相談支援センター主催研修 6

50計

基幹相談支援センター及び
相談支援事業者との連携
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○
令
和
５
年
度
地
域
生
活
支
援
事
業
所
（
日
中
一
時
支
援
事
業
）
事
業
所
一
覧

事
業
所
名

郵
便
番
号

住
所

電
話
番
号

運
営
法
人

郵
便
番
号

住
所

電
話
番
号

1
せ
い
ざ
ん
荘

97
4
-8
2
61

い
わ
き
市
植
田
町
堂
ノ
作
49
-1
2

63
-0
03
3
社
会
福
祉
法
人
　
愛
誠
会

97
4-
82
61

い
わ
き
市
植
田
町
堂
ノ
作
49
-1
2

63
-0
03
3

2
い
わ
き
育
成
園
短
期
入
所
事
業

97
4
-8
2
04

い
わ
き
市
高
倉
町
鶴
巻
3
5

62
-2
24
1

3
い
わ
き
希
望
の
園
（こ
す
も
）

97
1
-8
1
84

い
わ
き
市
泉
町
黒
須
野
字
早
稲
田
21
7-
1

75
-0
20
2

4
い
わ
き
学
園

97
2
-8
3
12

い
わ
き
市
常
磐
下
船
尾
町
東
作
51

43
-4
44
5

5
い
わ
き
光
成
園

97
2
-8
3
12

い
わ
き
市
常
磐
下
船
尾
町
東
作
53

43
-0
01
2

6
指
定
短
期
入
所
事
業
所
　
カ
ナ
ン
村

97
0
-8
0
01

い
わ
き
市
平
上
平
窪
字
羽
黒
40

23
-8
61
1

7
指
定
短
期
入
所
事
業
所
　
は
ま
ぎ
く
荘

97
0
-8
0
03

い
わ
き
市
平
下
平
窪
字
熊
ヶ
平
6

23
-5
31
1

8
指
定
短
期
入
所
事
業
所
　
は
ま
な
す
荘

97
0
-8
0
02

い
わ
き
市
平
中
平
窪
字
二
堂
田
2

23
-8
71
1

9
指
定
短
期
入
所
事
業
所
福
島
整
肢
療
護
園
（
肢
体
）

（
重
心
）シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ

97
0
-8
0
01

い
わ
き
市
平
上
平
窪
字
古
舘
1-
2

25
-8
13
1

10
指
定
短
期
入
所
事
業
所
　
野
の
花
ホ
ー
ム

97
0
-8
0
01

い
わ
き
市
平
上
平
窪
字
羽
黒
40
-5
1

24
-1
20
1

11
エ
デ
ン
の
家

97
0
-8
0
01

い
わ
き
市
平
上
平
窪
字
古
舘
1-
22

88
-7
74
1

12
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
ポ
ポ
ロ

97
0
-8
0
03

い
わ
き
市
平
下
平
窪
二
丁
目
1-
5

68
-6
56
4

13
キ
ッ
ズ
じ
ゃ
ん
け
ん
ぽ
ん
北
茨
城

31
9
-1
7
04

北
茨
城
市
大
津
町
北
町
二
丁
目
4-
10

02
93
-3
0-

20
77

有
限
会
社
　
介
護
じ
ゃ
ん
け
ん
ぽ
ん

97
4-
82
32

い
わ
き
市
錦
町
江
栗
馬
場
85
-2

77
-0
55
1

14
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ
ほ
っ
と

97
2
-0
2
52

い
わ
き
市
遠
野
町
上
根
本
字
白
坂
38
4-
1

89
-3
40
0

15
障
害
児
通
所
支
援
ち
ゃ
ー
む

97
1
-8
1
66

い
わ
き
市
小
名
浜
愛
宕
上
13
-
23

73
-2
03
3

16
障
害
児
通
所
支
援
第
２
ち
ゃ
ー
む

97
3
-8
4
09

い
わ
き
市
内
郷
御
台
境
町
鶴
巻
45
-2

84
-6
88
2

17
障
害
児
通
所
支
援
み
に
よ
ん

97
4
-8
2
61

い
わ
き
市
植
田
町
林
内
1
1-
1

85
-5
72
0

18
東
洋
学
園
児
童
部

97
3
-8
4
07

い
わ
き
市
内
郷
宮
町
峰
根
65
-
18
9

38
-7
87
1
社
会
福
祉
法
人
　
福
島
県
福
祉
事
業
協
会

96
3-
43
12

田
村
市
船
引
町
船
引
字
上
中
田
33
番
地
の
１

02
40
-2
2-

25
37

番 号

事
業
所

事
業
者
（
母
体
法
人
）

R
.５
.４
.１
現
在

97
0-
80
01

い
わ
き
市
平
上
平
窪
字
羽
黒
40
-4
4

23
-8
42
2

97
2-
83
12

い
わ
き
市
常
磐
下
船
尾
町
東
作
51

43
-4
46
6

社
会
福
祉
法
人
　
誠
心
会

97
2-
01
61

い
わ
き
市
遠
野
町
上
遠
野
字
堀
切
12
-1

74
-1
55
1

社
会
福
祉
法
人
　
い
わ
き
福
音
協
会

社
会
福
祉
法
人
　
育
成
会
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事
業
所
名

郵
便
番
号

住
所

電
話
番
号

運
営
法
人

郵
便
番
号

住
所

電
話
番
号

番 号

事
業
所

事
業
者
（
母
体
法
人
）

19
ま
ど
ろ
み

97
1
-8
1
86

い
わ
き
市
泉
玉
露
三
丁
目
10
-
5

84
-6
92
9
社
会
福
祉
法
人
　
エ
ル
・フ
ァ
ロ

97
4-
82
61

い
わ
き
市
植
田
町
中
央
三
丁
目
7-
6

62
-7
38
8

20
独
立
行
政
法
人
　
国
立
病
院
機
構
い
わ
き
病
院

97
1
-8
1
86

い
わ
き
市
小
名
浜
野
田
字
八
合
88
-1

88
-7
10
1
独
立
行
政
法
人
　
国
立
病
院
機
構
い
わ
き
病
院

97
1-
81
86

い
わ
き
市
小
名
浜
野
田
字
八
合
88
-1

88
-7
10
1

21
医
療
型
障
害
児
入
所
施
設
　
水
方
苑

31
8
-0
0
03

茨
城
県
高
萩
市
下
手
綱
19
5
1-
15

02
93
-2
4-

66
61

社
会
福
祉
法
人
　
愛
正
会

31
8-
00
03

茨
城
県
高
萩
市
下
手
綱
19
51
-1
5

02
93
-2
4-

66
61

22
光
洋
愛
成
園

97
9
-0
4
02

双
葉
郡
広
野
町
大
字
下
北
迫
字
東
町
20
3-
1
02
40
-2
3-

63
06

社
会
福
祉
法
人
　
友
愛
会

97
9-
04
02

双
葉
郡
広
野
町
大
字
下
北
迫
字
東
町
20
3-
1

02
40
-2
3-

63
06

23
ア
ル
ケ
ン

97
1
-8
1
39

い
わ
き
市
鹿
島
町
御
代
字
九
反
田
1-
1

84
-6
26
3
社
会
福
祉
法
人
　
ゴ
ー
ル
デ
ン
ハ
ー
プ

97
1-
81
46

い
わ
き
市
鹿
島
町
御
代
字
九
反
田
1-
1

84
-6
26
2

24
ピ
ー
ス
フ
ル
か
べ
や

97
0
-8
0
28

い
わ
き
市
平
上
神
谷
字
神
谷
分
20

34
-6
67
8
特
定
非
営
利
活
動
法
人
　
か
べ
や
福
祉
作
業
所

97
0-
80
28

い
わ
き
市
平
上
神
谷
字
神
谷
分
20

34
-6
67
8

25
自
由
空
間

97
4
-8
2
61

い
わ
き
市
植
田
町
中
央
三
丁
目
7-
6

84
-7
21
4
社
会
福
祉
法
人
　
エ
ル
・フ
ァ
ロ

97
4-
82
61

い
わ
き
市
植
田
町
中
央
三
丁
目
7-
6

62
-7
38
8

26
な
な
い
ろ
く
れ
よ
ん
デ
イ
ル
ー
ム

97
0
-8
0
34

い
わ
き
市
平
上
荒
川
字
長
尾
74
番
地
の
８

88
-8
77
3
合
資
会
社
　
ひ
よ
り
サ
ー
ビ
ス

97
9-
02
01

い
わ
き
市
四
倉
町
六
丁
目
26
0番
地

88
-8
77
3

27
ぽ
ぉ
け
ら
ハ
ウ
ス

97
1
-8
1
83

い
わ
き
市
泉
町
下
川
字
川
向
48
番
地
の
1

84
-8
90
1
N
P
O
法
人
　
ち
ょ
ぼ
ら

97
1-
81
83

い
わ
き
市
泉
町
下
川
字
川
向
48
番
地
の
1

84
-8
90
1
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○
令
和
５
年
度
地
域
生
活
支
援
事
業
（
緊
急
一
時
宿
泊
事
業
）
事
業
所
一
覧

事
業
所
名

住
所

電
話
番
号

運
営
法
人

住
所

電
話
番
号

1
ア
ル
ケ
ン

い
わ
き
市
鹿
島
町
御
代
字
九
反
田
1
-
1

8
4
-
6
2
6
2

社
会
福
祉
法
人
ゴ
ー
ル
デ
ン
ハ
ー
プ

い
わ
き
市
鹿
島
町
御
代
字
九
反
田
1
-
1

8
4
-
6
2
6
2

2
な
な
い
ろ
く
れ
よ
ん
デ
イ
ル
ー
ム

い
わ
き
市
平
上
荒
川
字
長
尾
7
4
-
8

ア
ド
レ
ス
い
わ
き
中
央
ビ
ル
1
0
8
号
室

2
8
-
8
8
0
2

合
資
会
社
ひ
よ
り
サ
ー
ビ
ス

い
わ
き
市
四
倉
町
字
六
丁
目
2
6
0

2
8
-
8
8
0
2

3
ぽ
ぉ
け
ら
ハ
ウ
ス

い
わ
き
市
泉
町
下
川
字
川
向
4
8
-
1

8
4
-
8
9
0
1

特
定
非
営
利
活
動
法
人
ち
ょ
ぼ
ら

い
わ
き
市
泉
町
下
川
字
川
向
4
8
-
1

8
4
-
8
9
0
1

4
の
は
ら

い
わ
き
市
四
倉
町
大
森
字
民
野
町
4
5

3
4
-
2
8
9
5

社
会
福
祉
法
人
み
ど
り
の
か
ぜ

い
わ
き
市
四
倉
町
大
森
字
民
野
町
4
5

3
4
-
2
8
9
5

5
に
こ
に
こ
生
活

茨
城
県
北
茨
城
市
平
潟
町
3
5
1
-
1

0
2
9
3
-

2
4
-
9
4
0
7

合
同
会
社
に
こ
に
こ
北
茨
城

茨
城
県
北
茨
城
市
平
潟
町
3
5
1
-
1

0
2
9
3
-

2
4
-
9
4
0
7

6
じ
ょ
う
ば
ん
福
祉
作
業
所

い
わ
き
市
内
郷
内
町
水
之
出
1
4
番
地

2
6
-
7
7
2
0

特
定
非
営
利
活
動
法
人
常
磐
福
祉
会

い
わ
き
市
内
郷
内
町
水
之
出
1
4
番
地

2
6
-
7
7
2
0

令
和
５
年
４
月
１
日
　
現
在

番
号

事
業
所

事
業
者
（
母
体
法
人
）
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Ⅰ いわき市障がい者計画等の実施状況について 

 １ 第５次いわき市障がい者計画（前期）の実施状況 

『第５次いわき市障がい者計画』は、令和３年度から令和８年度までの６年間であり、令和３年

度から令和５年度までの３年間を前期、令和６年度から令和８年度までの３年間を後期とし、国の

「市町村障害者計画策定指針」及び第４次計画の策定時以降の障害者施策等を勘案し、令和３年２

月に「第５次いわき市障がい者計画（前期）」として策定しました。 

本計画では、「すべての市民が、相互に支え合い、地域で安心して暮らすことのできる『共生社

会』の実現」を基本理念に、啓発・広報をはじめ、生活支援者教育、就業などライフステージに応

じた支援体制の構築に向けて、６つの施策分野における基本的方向性を定め、総合的に施策を推進

しています。 

『第５次いわき市障がい者計画（前期）』において位置づけた各事業の実施状況（令和４年度末

時点）については、次の表のとおりとなっています。（詳細については別冊１のとおり） 

【施策分野別事業の実施状況】 

項目 施策分野 
達成度(※) 

合計 
A B C D E 

Ⅰ 
啓発・広報 

 

事業数 12 20 ８ ２ ２ 44 

割合(%) 27.3 45.5 18.2 4.5 4.5 100.0 

Ⅱ 
生活支援 

 

事業数 35 24 10 ４ ０ 73 

割合(%) 47.9 32.9 13.7 5.5 ― 100.0 

Ⅲ 
保健・医療 

 

事業数 20 14 ５ １ ０ 40 

割合(%) 50.0 35.0 12.5 2.5 ― 100.0 

Ⅳ 
生活環境 

 

事業数 ７ 15 ６ ０ ０ 28 

割合(%) 25.0 53.6 21.4 ― ― 100.0 

Ⅴ 
教育・育成 

 

事業数 16 10 ５ １ ０ 32 

割合(%) 50.0 31.3 15.6 3.1 ― 100.0 

Ⅵ 
雇用・就業 

 

事業数 11 ３ ０ ０ ０ 14 

割合(%) 78.6 21.4 ― ― ― 100.0 

合計 101 86 34 ８ ２ 231 

 

令和４年度は計画の２年目であり、すべての施策分野で一定程度達成されました。また、令和３

年度と比較し、新型コロナウイルス感染症の影響が少なくなるとともに、縮小、休止といった事業

が減ったことから、すべての分野において、評価が改善している傾向にあります。 

広報・啓発分野及び生活支援分野では、昨年度よりは減ったものの、「Ｄ：あまり達成できてい

ない」又は「Ｅ：達成できていない」と評価した事業がまだあり、これは主に新型コロナウイルス

感染拡の影響のため、事業を縮小、休止したことによるものとなっております。今後、これらの事

業は参加者のニーズを見極め、他事業との統合または廃止とする方向性となっております。 

一方、生活環境分野と雇用・就業分野については、新型コロナウイルス感染症の影響を受けるこ

となく、推進することが出来ました。 

 

※ Ａ：達成している Ｂ：概ね達成している Ｃ：一定程度達成している Ｄ：あまり達成できていない Ｅ：達成できていない 
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令和４年度は、障がい者施策を十分推進出来なかった分野がありましたが、「第５次いわき市障

がい者計画」でも、「第４次いわき市障がい者計画」から６つの施策分野を継承しており、ＰＤＣ

Ａサイクルにより、事業の実施状況の評価・点検を行い、障害者施策の推進を引き続き行っていき

ます。 
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A B C D E A B C D E

231 101 86 34 8 2 43.7% 37.2% 14.7% 3.5% 0.9%

1 44 12 20 8 2 2 27.3% 45.5% 18.2% 4.5% 4.5%

ア 11 3 6 2 0 0 27.3% 54.5% 18.2% 0.0% 0.0%

イ 4 3 1 0 0 0 75.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0%

ウ 10 2 6 1 1 0 20.0% 60.0% 10.0% 10.0% 0.0%

エ 6 1 1 3 1 0 16.7% 16.7% 50.0% 16.7% 0.0%

オ 2 0 2 0 0 0 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

カ 6 2 2 2 0 0 33.3% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0%

キ 5 1 2 0 0 2 20.0% 40.0% 0.0% 0.0% 40.0%

2 73 35 24 10 4 0 47.9% 32.9% 13.7% 5.5% 0.0%

ア 30 13 12 4 1 0 43.3% 40.0% 13.3% 3.3% 0.0%

イ 2 0 1 0 1 0 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0%

ウ 13 11 1 1 0 0 84.6% 7.7% 7.7% 0.0% 0.0%

エ 8 4 2 1 1 0 50.0% 25.0% 12.5% 12.5% 0.0%

オ 6 3 1 1 1 0 50.0% 16.7% 16.7% 16.7% 0.0%

カ 6 2 1 3 0 0 33.3% 16.7% 50.0% 0.0% 0.0%

キ 6 0 6 0 0 0 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

ク 2 2 0 0 0 0 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

3 40 20 14 5 1 0 50.0% 35.0% 12.5% 2.5% 0.0%

ア 20 14 6 0 0 0 70.0% 30.0% 0.0% 0.0% 0.0%

イ 5 0 3 2 0 0 0.0% 60.0% 40.0% 0.0% 0.0%

ウ 7 3 3 1 0 0 42.9% 42.9% 14.3% 0.0% 0.0%

エ 6 2 1 2 1 0 33.3% 16.7% 33.3% 16.7% 0.0%

オ 2 1 1 0 0 0 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

4 28 7 15 6 0 0 25.0% 53.6% 21.4% 0.0% 0.0%

ア 10 6 2 2 0 0 60.0% 20.0% 20.0% 0.0% 0.0%

イ 2 0 0 2 0 0 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

ウ 3 0 3 0 0 0 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%

エ 8 1 5 2 0 0 33.3% 166.7% 66.7% 0.0% 0.0%

オ 5 0 5 0 0 0 0.0% 166.7% 0.0% 0.0% 0.0%

5 32 16 10 5 1 0 50.0% 31.3% 15.6% 3.1% 0.0%

ア 10 4 6 0 0 0 40.0% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0%

イ 2 2 0 0 0 0 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

ウ 9 6 2 1 0 0 66.7% 22.2% 11.1% 0.0% 0.0%

エ 3 2 1 0 0 0 66.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%

オ 8 2 1 4 1 0 25.0% 12.5% 50.0% 12.5% 0.0%

6 14 11 3 0 0 0 78.6% 21.4% 0.0% 0.0% 0.0%

ア 3 3 0 0 0 0 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

イ 5 2 3 0 0 0 40.0% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0%

ウ 2 2 0 0 0 0 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

エ 4 4 0 0 0 0 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

生活支援

事業数
評価の数 割合

広報・啓発

「共に生きる社会」の理念普及

障がい特性に配慮した一層の理解促進

情報アクセシビリティの向上

障がいを理解するための福祉教育の推進

障がい福祉サービス等に係る情報提供の充実

ボランティア活動の推進

権利擁護、差別解消、成年後見制度に関する啓発及び推進

総計

リハビリテーションと医療の充実

意思決定支援に基づく相談支援、生活支援体制の整備

障がい者ケアマネジメント体制の確立

障がい福祉サービス等の充実

地域移行及び自立生活への支援の推進

障がい者スポーツ、文化芸術活動の振興

コミュニケーション及び意思疎通支援体制の充実

地域包括ケアシステムの推進による地域生活支援体制の整備

共生型サービス提供体制の整備

保健・医療

障がいの早期発見・早期療育体制の一層の充実

障がいの原因となる疾病等の予防

社会的及び職業的自立の促進

精神保健福祉の巣審

障がい特性に応じた地域保健事業の充実

生活環境

住宅、建築物等のバリアフリー化の推進

地域における暮らしの場の確保

施設等における安全体制の確保

災害発生時における支援体制の確保

地域における日ごろの防災、防犯体制の推進

教育・育成

一貫した療育支援体制の充実

障がい児保育、特別支援教育充実のための人材育成

「個別の教育支援計画」を活用した特別支援教育の推進

生涯学習活動の充実

雇用・就業

就業支援及び生活支援施策の推進

多様な就労の場の確保

一般周到への移行促進及び職場定着の支援体制の充実

福祉的就労の充実
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２ 第６期いわき市障がい福祉計画の成果目標に係る実績等 
 

⑴ 成果目標１ 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

地域生活への移行を進める観点から、福祉施設に入所している障がいのある方のうち、今

後自立訓練事業等を利用し、グループホーム、一般住宅等に移行する人数を見込み、令和５

年度末における地域生活への移行者数の目標値を定めます。 

国の基本指針 

①施設入所者の地域生活への移行 

⇒令和元年度末時点の施設入所者数（307人）の６％以上を地域生活に移行 

②施設入所者数の削減 

⇒令和５年度末までに、令和元年度末時点の施設入所者数（307人）の1.6％以上を削減 

  ●第５期計画実績及び第６期計画目標値・実績 

項目 
第５期計画 第６期計画 

基準値 

― 

目標値 

― 
実績 達成率 基準値 

― 
目標値 

― 

R３ R４ 実績 

施設入所 

者数 

320 人 
（H28年度

末） 
313 人 307 人 

（R1年度末） 
― 

307 人 
(R１年度

末) 

302 人 
(R５年度

末) 

306人 
(R3年度末) 

300人 
(R4年度末) 

― 
(R5年度末) 

地域生活 

移行者数① 
― 29人 

1人 
（R1年度末） 

3.4％ 
（R1年度末） 

― 19 人 １人 ２人 ― 

削減見込② ― ７人 6人 
（R1年度末） 

85.7％ 
（R1年度末） 

― ５人 １人 ７人 ― 

  ●目標達成のための方策 

地域生活への移行を希望している障がいのある方が地域で自立した生活ができるよう、グルー

プホームなど必要な障害福祉サービスを確保するため、多様な事業者へ働きかけ、必要な支援を

行います。 

また、障がいのある方の住まいの確保に向け、住宅セーフティネット制度や家賃債務保証制度

を推進するほか、民間賃貸住宅所有者等の不安を払拭するための支援に努めます。 

さらには、いわき市地域自立支援協議会（地域移行関係）等において現状及び課題の調査・検

証を行うなど、地域生活への移行を支援する体制づくりに努めます。 

●令和４年度（第６期２年度）における実績及び今後の方策について 

地域生活移行者数が３名（うち令和４年度２名）と目標値を大きく下回った。施設入所者の削

減見込は７名と目標を達成したものの、地域移行者の増による減ではなく、入所者の死亡や入院

といった理由での減となった。 

目標値達成に向け、地域生活支援部会にて、地域移行に対する理解・啓発のため講演会等を実

施した。令和５年度も引き続き、地域移行に対する理解・啓発に取り組んでいく。 

   

⑵ 成果目標２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障がい者が地域の一員として、安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に向け、別途活動指針を設定し、保

健・医療・福祉が連携した会議の場において、地域で生活する上で必要な資源やネットワー

クのあり方について検討していきます。 
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国の基本指針※都道府県のみ設定 

①精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数 

 ⇒令和５年度における精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域における生活日数

の平均を316日以上とする。 

②精神病床における１年以上長期入院患者数 

 ⇒令和５年度末の精神病床における１年以上長期入院患者数（65歳以上/65歳未満）の目標値

を、国が提示する推計式を用いて設定する。 

③精神病床における早期退院率 

 ⇒精神病床における早期退院率に関して、入院後３ヶ月時点の退院率については69％以上、入

院後６か月時点の退院率については86％以上及び入院後１年時点の退院率については92％

以上とする。 

  ※国の基本指針では、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築について、上記

の目標を設定することとしていますが、これらは都道府県が設定する目標のため、本市で

は設定を行いません。 

●第５期計画実績及び第６期計画目標値・実績 

項目 
第５期計画 第６期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

保健、医療及び福祉

関係者による協議の

場の開催回数 

設置 設置 ― ３回 １回 ２回 ― 

保健、医療及び福祉

関係者による協議の

場への参加者数 

― ― ― 12 人 11 人 ８人 ― 

協議の場における目

標設定及び評価の実

施回数 

― ― ― １回 １回 １回 ― 

  ※第５期計画においては、設置の有無が目標となっていたため、開催回数及び参加者等の設定はなし。 

●目標達成のための方策 

 現在、いわき市地域自立支援協議会等において、保健・医療・福祉関係者による精神障がい

者も含めた、障がいのある方の地域移行を推進しているところです。引き続き、関係機関等と

連携を強化し、協議の場において取り組みを進めていきます。 

●令和４年度（第６期２年度）における実施及び今後の方針について 

 令和２年度までは、市自立支援協議会の下部組織である地域生活支援部会を協議の場として位

置付けていたが、令和３年度からは、精神障がい者にも対応した地域包括ケアシステム構築推進

のための検討会を協議の場として位置づけ、協議を行っているもの。 

①保健、医療及び福祉関係者による協議の場の開催回数 

 ⇒２回 

②保健、医療及び福祉関係者による協議の場への参加者数 

 ⇒８名 

③協議の場における目標設定及び評価の実施回数 

 ⇒１回 

 令和４年度は新型コロナウイルスの影響のため開催回数及び参加者数が目標値に届かなかっ

た。令和４年度以降も引き続き、協議の場を設置するための準備を行っていきます。 
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⑶ 成果目標３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

障がいのある方の重度化・高齢化や「親亡き後」に備えるとともに、入所施設や病院からの

地域移行の促進、重度障がいにも対応することができる専門的人材の育成・確保や地域で安

心・安全に生活できるよう緊急時における迅速な対応や将来に向けた積極的な働きかけを図る

地域生活支援体制を強化します。また、その機能充実のため、年１回以上の運用状況の検証や

検討について目標値を定めます。 

国の基本指針 

①令和５年度末までに、各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、そ

の機能充実のため、年１回以上運用状況を検証及び検討する。 

●第５期計画実績及び第６期計画目標値・実績 

項目 
第５期計画 第６期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

整備箇所数 １箇所以上 １箇所 100％ １箇所 １箇所 １箇所 ― 

検証・検討回数 ― ― ― １回以上/年 １回 １回 ― 

●目標達成のための方策 

 地域生活支援拠点等の整備については、広域性及び利用者の利便性を考慮し、地域の事業者が

分担して機能を担う「面的整備（地域生活支援体制強化事業）」として整備しました。 

 今後は、事業者等の関係機関の連携を図りながら強化に努めていくとともに、運用状況の検証

や検討を行います。 

●令和４年度（第６期２年度）における実施及び今後の方針について 

 第５期計画に引き続き、「面的整備（地域生活支援体制強化事業）」として、地域生活支援体制

の整備を行った。 

【整備内容】 

・日中一時支援事業の委託可能事業所の整備（委託事業所数：31 か所） 

・日中活動系（生活介護）事業所における緊急一時宿泊事業の整備（委託事業所数：６か所） 

                             ※新規開始１か所 

・地域生活支援のためのコーディネーター配置（１名） 

 今後も、事業所を訪問し、委託可能事業所の拡充、事業参入の依頼を継続し、さらなる機能の

充実に努めます。 

 

⑷ 成果目標４ 福祉施設から一般就労への移行等 

就労移行支援事業及び就労定着支援事業等の推進により、障がいのある方の福祉施設から

一般就労への移行及びその定着を進めるため、福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業所

等（生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援）を通じて、令和５年度中に一般就

労へ移行する者の人数及び就労定着支援事業利用者等について目標値を定めます。 
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国の基本指針 

①福祉施設から一般就労への移行 

⇒令和５年度中に、福祉施設利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、一般就労に移行する

者を、令和元年度実績（30人）の1.27倍以上へ 

 うち、就労移行支援事業を通じた一般就労への移行者数：令和元年度実績の1.30倍以上 

    就労継続支援 A型を通じた一般就労への移行者数：令和元年度実績の1.26倍以上 

    就労継続支援 B型を通じた一般就労への移行者数：令和元年度実績の1.23倍以上 

②就労定着支援事業利用者の増加 

⇒令和５年度中に、就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、７割が就労定着

支援事業を利用する 

③就労定着支援事業の就労定着率の増加 

⇒就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とする 

 ●第５期計画実績及び第６期計画目標値・実績（福祉施設から一般就労への移行） 

項目 
第５期計画 第６期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

一般就労移行者 71人 
30人 

（R1年度末） 

42.3％ 

（R１年度末） 
41 人 31 人 38 人 ― 

就労移行支援事業を通

じた一般就労移行者 
― 

24人 

（R1年度末） 
― 32 人 27 人 30 人 ― 

就労継続支援 A 型を通

じた一般就労移行者 
― 

４人 

（R1年度末） 
― ６人 ０人 ６人 ― 

就労継続支援 B 型を通

じた一般就労移行者 
― 

２人 

（R1年度末） 
― ３人 ４人 ２人 ― 

※第５期計画においては、就労移行支援、就労継続支援（A型・B型）を通じた一般就労移行者の目標設定なし。 

 ●第５期計画実績及び第６期計画目標値・実績（就労定着支援事業利用者） 

項目 
第５期計画 第６期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

就労定着支援事業利用者 ― ― ― 29 人 11 人 19 人 ― 

※第５期計画においては、目標設定なし。 

 ●第５期計画実績及び第６期計画目標値・実績（就労定着支援事業の就労定着率） 

項目 
第５期計画 第６期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

就労定着支援事業所 ― 
１箇所 

（R2年度末） 
― ３箇所 ３箇所 ３箇所 ― 

就労定着率８割以上

の事業所 
― 

１箇所 

（R2年度末） 
― ３箇所 １箇所 ２箇所 ― 

※第５期計画においては、目標設定なし。 

●目標達成のための方策 

 公共職業安定所や障害者・生活支援センターをはじめとする地域の関係機関との連携をより一層

強め、就労を支援するための施策の拡充強化を図ります。 

 また、就労訓練を行う就労移行支援及び就労継続支援等の事業者の確保を図るとともに、就労系

事業所の利用者について、企業での実習や施設外就労等、就職活動のための支援をはじめ、障がい

者雇用に対する企業等への理解を促進するなど、就労移行の推進に取り組むとともに、移行後の職

場定着率の向上に向けた支援に努めます。 
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●令和４年度（第６期２年度）における実施及び今後の方針について 

一般就労移行者数及び就労定着支援事業利用者数において、目標値を実績値が下回りました。な

お、就労定着支援事業所数においては、目標値どおりとなりましたが、就労定着率８割以上の事業

所が２箇所と目標値を下回りました。 

一般就労移行者における目標値に向けた達成率は 92.6％（就労移行支援事業 93.7％、就労継続

支援 A型 100％、就労継続支援 B型 66.6％）となっております。就労定着率については、昨年度実

績より全体的に上昇しており、事業者の確保を図りながら、目標値の達成を目指します。 

 

⑸ 成果目標５ 相談支援体制の充実・強化等 

日常生活の悩みや不安、様々な制度やサービスの利用、障がいの種別や各種のニーズに対応

できるよう、総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を実施する体制

等について、目標値を定めます。 

国の基本指針 

①令和５年度末までに、各市町村又は各圏域において総合的・専門的な相談支援の実施及び地域

の相談支援体制の強化を実施する体制を確保する 

●第５期計画実績及び第６期計画目標値・実績 

項目 
第５期計画 第６期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

障害の種別や各種のニー

ズに対応できる総合的・

専門的な相談支援の実施 

― 実施 ― 実施 実施 実施 ― 

地域の相談支援事業者に

対する訪問等による専門

的な指導・助言 

― 
69回 

(R1 年度末) 
― 

104回 

(R5 年度末) 
132 回 205 回 ― 

地域の相談支援事業者の

人材育成支援 
― 

12回 

(R1 年度末) 
― 

18回 

(R5 年度末) 
18 回 37 回 ― 

地域の相談機関との連携

強化の取組の実施 
― 

143回 

(R1 年度末) 
― 

72回 

(R5 年度末) 
79 回 73 回 ― 

※第５期計画においては、目標設定なし。 

●目標達成のための方策 

 基幹相談支援センター、障がい者相談支援センターにおける相談機能、地域の相談支援機関の

それぞれの役割と連携方法を整理し、相談支援体制の充実とさらなる周知を図ります。 

●令和４年度（第６期２年度）における実施及び今後の方針について 

 令和４年度も令和３年度に引き続き、すべての項目において目標値を達成しました。 

 今後も、基幹相談支援センター、障がい者相談支援センターと連携し、総合的・専門的な相談

支援体制の強化を実施する体制の維持に努めます。 
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⑹ 成果目標６ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

利用者にとって真に必要とされるサービスが提供できるよう、各種研修の活用や障害者自立

支援審査支払等システムによる審査結果の共有などを事業所に対して働きかけ、障害福祉サー

ビス等の質を向上させるための取り組みを実施する体制等について目標値を定めます。 

国の基本指針 

①令和５年度末までに都道府県及び市町村において障害福祉サービス等の質を向上させるため

の取組を実施する体制を構築する 

●第５期計画実績及び第６期計画目標値・実績（活動指標） 

項目 
第５期計画 第６期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

都道府県が実施する障害

福祉サービス等に係る研

修その他研修への市町村

職員の参加 

― 
０人 

(R1 年度末) 
― 

１人 

(R5 年度末) 
２人 13 人 ― 

障害者自立支援審査支払

等システムによる審査結

果を共有する体制 

― 
有 

(R1 年度末) 
― 

有 

(R5 年度末) 
有 有 ― 

障害者自立支援審査支払

等システムによる審査結

果の共有回数 

― 
１回 

(R1 年度末) 
― 

１回 

(R5 年度末) 
１回 １回 ― 

指定障害福祉サービス事

業や及び指定障害児通所

支援事業者等に対する指

導監査結果を関係自治体

と共有する体制の有無 

 
無 

(R1年度末) 
 

有 

(R5年度末) 
有 有 ― 

指導監査結果の共有回数 ― 
０回 

(R1 年度末) 
― 

１回 

(R5 年度末) 
０回 ０回 ― 

※第５期計画においては、目標設定なし。 

●目標達成のための方策 

 利用者一人ひとりの状況やニーズに的確に対応できるよう、質の高い支援を安定的に継続する

ことが求められています。 

 そのため、県や市が実施する障害福祉サービス等に係る研修等への市職員や市内サービス提供

事業所職員の参加を促すとともに、障害福祉サービス提供事業所に対し、定期的・継続的に第三

者評価機関による評価を受けるよう、普及啓発に努めます。 

●令和４年度（第６期２年度）における実施及び今後の方針について 

障害福祉サービス等に係る研修会への市職員の参加については、区分判定審査会調査員向けの

研修会が県主催で開催されたため、各地区保健福祉センターから計 13 名参加しました。また、

障害者自立支援審査支払等システムによる審査結果を共有する体制については、集団指導講習会

を共有する体制として位置づけ、年１回の実施を継続しております。指定障害福祉サービス事業

及び指定障害児通所支援事業者等に対する指導監査結果を関係自治体と共有する体制について

は整備済みですが、指導監査結果の共有回数は０回となっております。 
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３ 第２期いわき市障がい児福祉計画の成果目標に係る実績等 
 

⑴ 成果目標１ 障害児支援の提供体制の整備等 

保健・医療・保育・教育・就労支援等の関係機関とも連携を図ったうえで、障がいのあ

る児童及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果的な支援を身近な

場所で提供する体制の構築を図るため、令和５年度末における障害児支援の提供体制の整

備等に関する目標値を定めます。 

また、発達障がい児及びその家族等に対する支援体制の確保に向けて、別途活動指標を

設定します。 

国の基本指針 

①児童発達支援センターの整備 

⇒令和５年度末までに児童発達支援センターを各市町村又は各圏域に１カ所以上設置する 

②保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 

⇒令和５年度末までに各市町村において保育所等訪問支援を利用出来る体制構築する 

③重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の整備 

 ⇒令和５年度末までに各市町村に１カ所以上設置する 

④医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

 ⇒令和５年度末までに、医療的ケア児支援について、保健・医療・障がい福祉・保育・教育等 

  の関係機関等が連携を図るための協議の場を各市町村又は各圏域に設置するとともに、医療的

ケア児に関するコーディネーターを配置する 

  

●第１期計画実績及び第２期計画目標値・実績 

項目 
第１期計画 第２期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

児童発達支援センタ

ーの整備 
３箇所 

３箇所 

（R1年度末） 
100.0％ 

３箇所 

（R5年度末） 
３箇所 ３箇所 ― 

 

●第１期計画実績及び第２期計画目標値・実績 

項目 
第１期計画 第２期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

保育所等訪問支援事

業所 
３箇所 

３箇所 

（R1年度末） 
100.0％ 

３箇所 

（R5年度末） 
４箇所 ４箇所 ― 

 

●第１期計画実績及び第２期計画目標値・実績（重度心身障がい児を支援する事業所の確保） 

項目 
第１期計画 第２期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

児童発達支援事業所 ２箇所 
２箇所 

（R1年度末） 
100.0％ 

２箇所 

（R5年度末） 
２箇所 ２箇所 ― 

放課後等デイサービ

ス事業所 
２箇所 

２箇所 

（R1年度末） 
100.0％ 

２箇所 

（R5年度末） 
２箇所 ２箇所 ― 
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●第１期計画実績及び第２期計画目標値・実績（医療的ケア児支援のための協議の場の設置） 

項目 
第１期計画 第２期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

関係機関の協議の場 設置 設置 ― 設置 設置 設置 ― 

コーディネーターの

配置 
３人 ０人 ― ３人 ０人 ０人 ― 

 

●第２期計画目標値・実績（活動指標（発達障がい児等に対する支援）） 

項目 
第１期計画 第２期計画 

目標値 実績 達成率 目標値 R３ R４ 実績 

ペアレントトレーニングや

ペアレントプログラム等の

支援プログラム等の受講者

数 

― ― ― 10 人 ７人 ７人 ― 

ピアサポート活動へ

の参加者数 
― ― ― 10 人 20 人 26 人 ― 

 

●目標達成のための方策 

 多様化・複雑化する障がい児支援に対するニーズに対応するため、いわき市地域自立支援協議

会（児童・療育関係）等において現状及び課題の調査・検証を行い、関係機関等との連携を強化

するなど、体制づくりに努めます。 

 また、医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築を行うため、保健、医療、福祉、教育そ

の他各関連分野の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援員等の配置に努

めます。 

 発達障がいの早期発見・早期支援には、本人及びその家族等への支援が重要であることから、

保護者が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、適切な対応ができ

るよう、ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の実施を推進します。また、障がい

児等を持つ家族の不安解消を図り、適切な支援を行うため、ペアレントメンターの育成やピアサ

ポート活動の充実に努めます。 

●令和３年度（第６期初年度）における実施及び今後の方針について 

 ①～③の整備箇所数については、すべての目標値が達成されました。 

 ④の関係機関の協議の場については、地域自立支援協議会の「児童・療育支援部会」を協議の

場として位置づけ、継続的に協議を行いました。コーディネーターの配置については、引き続き

検討を行っていきます。 

 また、発達障がい児に対する支援においては、支援プログラム等の受講者数は目標値を下回り

ましたが、ピアサポート活動への参加者数は目標値を上回りました。 

今後も、保健・医療・保育・教育・就労支援等の関係機関とも連携を図ったうえで、障が

いのある児童及びその家族等に対する支援体制の確保に努めます。 
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主な報告・協議事項等
（　予　定　）

第
１
回

R5.6.20
（火）

・　令和５年度いわき市地域自立支援協議会について

・　令和４年度いわき市地域自立支援協議会の取組み等について

・　令和５年度いわき市障がい者相談支援等事業について

・　令和５年度いわき市地域生活支援体制強化事業について

・　令和４年度における第５次市障がい者計画等の事業実施状況について

・　令和５年度いわき市地域自立支援協議会における協議事項等について

・　令和５年度自立支援協議会下部組織の構成及び目的等について

第
２
回

R5.8.24
（木）

・　専門部会からの活動報告について

・　第５次市障がい者計画等の改定及び策定に係る素案について

・　共同生活援助（日中支援型）の評価・助言について

第
３
回

R6.1月中
旬頃

・　第５次市障がい者計画等の改定及び策定に係る市長提言について

・　障害者差別解消法に係る対応事案について

・　障害者差別解消法改正に係る市職員要領の見直しについて
　（国の基本方針改正後）

第
４
回

R6.3月中
旬頃

・　令和５年度における地域自立支援協議会の取り組みの報告について

・　第５次市障がい者計画等の改定及び策定について

令和５年度いわき市地域自立支援協議会における報告・協議事項等について

区分

※　協議事項については、上記以外に国における制度改正に伴い見直しが必要となるものや、
　　必要に応じて個別案件等について協議を行うものとする。
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令和 5年度地域会議計画書（北部地域） 

【目的及び着眼点】 

 地域における互助・共助の強化に向け、ネットワークの構築を図るとともに、地域住民

や事業者等との交流を促進し、地域課題の抽出及びその解決策の検討を行うことにより、

障がい児者が自らの意思で暮らし続けることのできる地域づくりにつなげる。 

 

（１）障がいに関する啓発を行う（障がい特性・制度理解の促進等） 

（２）情報を集約し分析する（地域で埋もれているケースの察知、早期発見、地域性の認

知等） 

（３）専門機関だけではなく、地域住民や当事者の意見も踏まえた検討を行う。 

（４）ネットワークの構築（顔の見える関係づくり） 

（５）地域における相談の場・居場所づくり 

【構成される人々】 

・障がい当事者、家族 

・地域住民 

・地域関係（スーパー、コンビニ、病院、

薬局、福祉事業所など） 

・学校、教育関係者 

・民生児童委員 

・介護支援専門員 

・サービス管理責任者 

・地域包括支援センター 

・いわき障がい者相談支援センター 

・いわき基幹相談支援センター 

・地域生活支援コーディネーター  等 

 

 

 

 

 

【開催頻度】 

＊おしゃべり会は年 4回 

＊サビ管交流会は年 2回 

＊個別ケア会議、小地域ケア会議は随時 

【主な内容】 

・地域会議や地域の集まりにて、その地域で 

暮らす障がい者にも参加してもらい、互いに 

「知り合う」機会をつくる。 

・障がい者が主体的に参加できるかたちでの

『おしゃべり会』を企画・開催する。当事者

のニーズから内容を企画、加えて様々な他業

種に参加してもらうことで、問題解決や社会

とのつながりを作っていく。 

・自立訓練や就労移行のサービス利用後地域

とのつながりがない方などに対して、何がで

きるか、地域の事業所等と意見交換しながら

協働していく。 

・個別ケア会議を開催し、地域社会資源の参

加・活用を提案していく。 

・地域の集まりに参加し、障がい者相談支援 

センターの広報活動を行う。 

・サービス管理責任者交流会の開催。 
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【年間計画】 

月 内容 会場 

５月 

 

７月 

 

９月 

 

12 月 

 

1 月 

 

2 月 

 

 

随時 

 

 

年 2 回 

おしゃべり会開催（内郷・好間・三和地域） 

 

サービス管理責任者交流会開催 

 

おしゃべり会開催（内郷・好間・三和地域） 

 

サービス管理責任者交流会開催 

 

おしゃべり会開催（内郷・好間・三和地域） 

 

赤井・平窪地区おしゃべり会開催(北部地域)(包括

支援センター共催) 

 

赤井地域小地域ケア会議開催(包括支援センター共

催) 

個別ケア会議開催、民生児童委員定例会参加 

いわき市放課後児童委員等研修会参加 

キャンプ場（小川） 

 

公民館など 

 

未定 

 

公民館など 

 

未定 

 

公民館など 

 

 

公民館など 

 

 

公民館など 
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令和５年度地域会議計画書（南部地域） 

【目的及び着眼点】 

 地域における互助・共助の強化に向け、ネットワークの構築を図るとともに、地域住民

や事業者等との交流を促進し、地域課題の抽出及びその解決策の検討を行うことにより、 

障がい児者が自らの意思で暮らし続けることのできる地域づくりにつなげる。 

 

（１）障がいに関する啓発を行う（障がい特性・制度理解の促進等） 

（２）情報を集約し分析する（地域で埋もれているニーズの察知、早期発見、地域性の認

知等） 

（３）専門機関だけでなく、地域住民や当事者の意見も踏まえた検討を行う。 

（４）ネットワークの構築（顔の見える関係づくり） 

（５）地域における相談の場・居場所づくり 

【構成される人々】 

・障がい当事者、家族 

・地域住民 

・地域関係者（スーパー、コンビニ、

病院、薬局、福祉事業所等） 

・学校、教育関係者 

・民生児童委員 

・地区保健福祉センター 

・子育てサポートセンター 

・障がい福祉課 

・地域包括支援センター 

・障がい者相談支援センター 

・基幹相談支援センター 

・地域生活支援コーディネーター 等 

【開催頻度】 

〇障がい福祉サービス事業所ネットワーク会議

（勿来・田人、常磐・遠野）：各年３～４回 

〇児童発達支援地域会議（小名浜）：年３回 

〇児童発達支援ネットワーク会議（小名浜）：年

３回 

〇当事者活動支援・居場所づくり（小名浜、勿

来・田人、常磐・遠野）：回数未定 

〇小地域ケア会議：随時開催 

 

【主な内容】 

〇障がい福祉サービス事業所ネットワーク会議

（勿来・田人、常磐・遠野） 

・事業所間で連携し相談し合える関係づくりを

目的に、事業所の抱える課題検討や事例検討等

を行う。 

 

〇児童発達支援地域会議（小名浜） 

〇児童発達支援ネットワーク会議（小名浜） 

・児の発達段階や特性に合った療育を受けるこ

とができる体制づくりと、就学に向けて切れ目

のない支援が行われる地域をつくることを目的

に、官民共同で実施。地域会議で課題抽出と解

決策を協議し、ネットワーク会議で課題共有と

実行をする。 
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【主な内容】 

〇当事者活動支援・居場所づくり 

・小名浜：小地域ケア会議にて、支援と繋がっ

ていない方等が過ごせる場・相談できる場の必

要性を協議。高齢も障がいも地域で集える場と

して「みんなまるごと みなまるカフェ」を高

齢分野と共同開催する。 

 

・勿来・田人：ピアサロンの運営支援に取り組

み、当事者同士の支え合いや主体的な社会参加

の促進を図る。 

また、地域の福祉事業所と共同し、当事者の

居場所づくりや地域住民への啓発に取り組む。 

 

・常磐・遠野：当事者の集いの場を設ける。お

しゃべり会に継続参加される当事者が増えてき

ており、気軽に集える場をつくることで、主体

的な当事者活動を促進し社会との繋がりを作っ

ていく。 

 また、世代間・共生交流の場づくりを地域包

括支援センターと共同で行う。 
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【年間計画】 

月 内容 会場 

５月 

 

６月 

 

 

 

７月 

 

 

 

８月 

 

９月 

 

10 月 

 

 

 

11 月 

 

 

12 月 

 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

 

時期未

定 

 

児童発達支援ネットワーク会議 

 

泉地区小地域ケア会議 

障がい児者福祉事業所ネットワーク会議（勿来・田人） 

障がい児者福祉事業所ネットワーク会議（常磐・遠野） 

 

第３回みなまるカフェ（小名浜） 

児童発達支援地域会議（小名浜） 

当事者の集い（常磐・遠野） 

 

障がい児者福祉事業所ネットワーク会議（勿来・田人） 

 

児童発達支援ネットワーク会議（小名浜） 

 

障がい児者福祉事業所ネットワーク会議（勿来・田人） 

障がい児者福祉事業所ネットワーク会議（常磐・遠野） 

世代間・共生型交流の場（常磐・遠野） 

 

児童発達支援地域会議（小名浜） 

当事者の集い（常磐・遠野） 

 

障がい児者福祉事業所ネットワーク会議（勿来・田人） 

 

児童発達支援ネットワーク会議 

 

障がい児者福祉事業所ネットワーク会議（常磐・遠野） 

 

児童発達支援地域会議 

当事者の集い（常磐・遠野） 

 

居場所づくり（勿来・田人） 

ピアサロン運営支援（勿来・田人） 

小名浜公民館 

 

福島第一聖書バプテスト教会 

福祉事業所等 

常磐支所 

 

福島第一聖書バプテスト教会 

未定 

事業所カフェ 

 

福祉事業所等 

 

未定 

 

福祉事業所等 

常磐支所 

安泰デイサービス 

 

未定 

常磐支所 

 

福祉事業所等 

 

未定 

 

常磐支所 

 

未定 

常磐支所 
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令和
れ い わ

５年度
 ね ん ど

自立
じ り つ

支援協
しえんきょう

議会
ぎ か い

（障
しょう

がい当事者
と う じ し ゃ

部会
ぶ か い

）委員
い い ん

 募集
ぼしゅう

要項
ようこう

 
 

１ 目 的
も く て き

 

 本市
ほ ん し

の相談
そうだん

支援
し え ん

業務
ぎょうむ

の在り方
 あ  かた

について、より質
しつ

の高い
たか  

相談
そうだん

支援
し え ん

体制
たいせい

を確保
か く ほ

すること及び
およ  

障
しょう

がい種別
しゅべつ

を越えて
こ   

の障
しょう

がい当事者間
とうじしゃかん

の交流
こうりゅう

を深める
ふか   

ことを目的
もくてき

に、自立
じ り つ

支援協
しえんきょう

議会
ぎ か い

（当事者
とうじしゃ

部会
ぶ か い

）を設置
せ っ ち

し、その中
なか

で 障
しょう

がいを持つ
も  

当事者
とうじしゃ

の方
かた

の声
こえ

を聴く
き  

ために、当事者
とうじしゃ

部会
ぶ か い

の委員
い い ん

と

して活動
かつどう

される方
かた

を募集
ぼしゅう

する。 

 

２ 主 催
し ゅ さ い

 

  いわき市
し

 

 

３ 日 時
に ち じ

 

 ⑴ 日 程
に っ て い

： 令和
れ い わ

５年
  ねん

８月
  がつ

下旬
げじゅん

から１～２ヶ月
  かげつ

に１度
 ど

開催
かいさい

の予定
よ て い

 

        令和
れ い わ

５年度
  ねんど

は、８月
  がつ

、９月
  がつ

、10月
がつ

、11月
がつ

、１月
  がつ

、３月
  がつ

の全６回
ぜん  かい

開催
かいさい

予定
よ て い

 

 ⑵ 時 間
じ か ん

： １回
  かい

あたり約
やく

２時間
  じかん

程度
て い ど

を予定
よ て い

 

 

４ 会 場
か い じ ょ う

 

  いわき市
し

役所本
やくしょほん

庁舎
ちょうしゃ

、いわき市
し

文化
ぶ ん か

センター等
など

を予定
よ て い

 

 

５ 内 容
な い よ う

 

 ⑴ 障
しょう

がい種別
しゅべつ

を超えて
こ

障
しょう

がい当事者
とうじしゃ

同士
ど う し

の交流
こうりゅう

と理解
り か い

を深め合う
ふか  あ  

こと 

 ⑵ 相談
そうだん

支援
し え ん

業務
ぎょうむ

の在り方
 あ   かた

について障
しょう

がい当事者
とうじしゃ

の声
こえ

を聴き
き  

、より質
しつ

の高い
たか  

相談
そうだん

支援
し え ん

体制
たいせい

 

  を確保
か く ほ

すること 

 ⑶ その他
  た

必要
ひつよう

な事項
じ こ う

 

 

６ 募集
ぼしゅう

人数
にんずう

 

  障
しょう

がい当事者
とうじしゃ

１２名
    めい

※１（応募
お う ぼ

多
た

数時
す う じ

は書類
しょるい

選考
せんこう

を実施
じ っ し

） 

  ※１
身体
しんたい

障害者
しょうがいしゃ

手帳
てちょう

または療育
りょういく

手帳
てちょう

、精神
せいしん

障害者
しょうがいしゃ

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

手帳
てちょう

を持つ
も  

方
かた

、発達障
はったつしょう

がいの診断
しんだん

を受けた
う   

方
かた

、

国
くに

の定める
さだ   

難病
なんびょう

の方
かた

 

  部会
ぶ か い

参加
さ ん か

にあたり、 障
しょう

がい当事者
とうじしゃ

委員
い い ん

を補佐
ほ さ

及び
およ  

支援
し え ん

する方
かた

を置く
お  

ことが可能
か の う

。 

 

７ 対 象
た い し ょ う

 

  次
つぎ

の要件
ようけん

全て
すべ  

を満たす
み   

方
かた

 

・ 18歳
さい

以上
いじょう

（高校生
こうこうせい

は除く
のぞ  

）のいわき市
し

に居住
きょじゅう

もしくは勤務
き ん む

している方
かた

で開催
かいさい

される

全て
すべ  

の部会
ぶ か い

に参加
さ ん か

できる方
かた

 

・ 身体
しんたい

障害者
しょうがいしゃ

手帳
てちょう

または療育
りょういく

手帳
てちょう

、精神
せいしん

障害者
しょうがいしゃ

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

手帳
てちょう

を持つ
も  

方
かた

、発達障
はったつしょう

がい

の診
しん

断
だん

を受けた
う   

方
かた

、国
くに

の定める
さだ   

難病
なんびょう

の方
かた

 

・ いわき市
し

の障
しょう

がい者
しゃ

福祉
ふ く し

をより良く
よ  

したいという熱意
ね つ い

がある方
かた
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８ 任 期
に ん き

 

  ３年
  ねん

（再任可
さいにんか

） 

 

 

９ 報 償 費
ほ う し ょ う ひ

 

  部会
ぶ か い

への参加
さ ん か

毎
ごと

に、交通費
こうつうひ

や通信費
つうしんひ

等
など

として、2,000円
えん

の謝金
しゃきん

を支給
しきゅう

 

 

 

10 申込
もうしこみ

手続
てつづき

 

 (1) 申込
もうしこみ

期間
き か ん

： 令和
れ い わ

５年
  ねん

６月
  がつ

21日
にち

(水
すい

)から令和
れ い わ

５年
  ねん

７月
  がつ

21日
にち

(金
きん

)まで（必着
ひっちゃく

） 

 (2) 申込
もうしこみ

方法
ほうほう

： 申込書
もうしこみしょ

※２を障
しょう

がい福祉課
ふ く し か

へ直接
ちょくせつ

持参
じ さ ん

（休日
きゅうじつ

を除く
のぞ  

）、郵送
ゆうそう

、ファクシ 

  ミリ又
また

は電子
で ん し

メール 

※２ 障
しょう

がい福祉課
ふ く し か

、各支所
かくししょ

・地区
ち く

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

センター、各市民
かくしみん

サービスセンター窓口
まどぐち

に設置
せ っ ち

 

  又
また

は市
し

ホームページからダウンロード 

 

11 問合せ先
といあわ  さき

 

  〒970-8686 いわき市
し

平
たいら

字
あざ

梅本
うめもと

21番地
ば ん ち

 

いわき市
し

 保健
ほ け ん

福祉部
ふ く し ぶ

 障
しょう

がい福祉課
ふ く し か

 自立
じ り つ

支援協
しえんきょう

議会
ぎ か い

（当事者
とうじしゃ

部会
ぶ か い

）担当
たんとう

 

   電 話
で ん わ

： （２２）７４８５ / ファクシミリ： （２２）３１８３ 

   電子
で ん し

メール： shogaifukushi@city.iwaki.lg.jp 
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令和
れ い わ

５年度
 ね ん ど

自立
じ り つ

支援協
し え ん き ょ う

議会
ぎ か い

（障
し ょ う

がい当事者
と う じ し ゃ

部会
ぶ か い

）委員
い い ん

申込書
も う し こ み し ょ

 
※太

ふ と

枠内
わ く ない

を記入
き に ゅう

・選択
せ ん たく

してください。 

氏 名
し め い

 生 年
せ い ね ん

月 日
が っ ぴ

 

ふりがな 
 昭和

し ょ う わ

 

 年
ね ん

  月
が つ

  日生
にちうまれ

 

 
平成
へ い せ い

 

（満
ま ん

  歳
さ い

） 

住 所
じ ゅ う し ょ

 電 話 番 号
で ん わ ば ん ご う

 

〒  －  自宅
じ た く

 

携帯
けいたい

 

 

 

（ 

（ 

 

 

） 

） 

 

 
いわき市

し

 
 

職 業
し ょ く ぎ ょ う

 

 

（方書
かたがき

）  

発達
は っ た つ

障害
しょうがい

や指定
し て い

難病
なんびょう

の診断
し ん だ ん

 身体
し ん た い

障害者
し ょ う が い し ゃ

手帳
て ち ょ う

 療育
りょういく

手帳
て ち ょ う

 精神
せいしん

障害者
しょうがいしゃ

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

手帳
てちょう

 

   有
あ り

   ・   無
な し

    

（ 診断名 ） 

有
あ り

 

（ 級
きゅう

） 

・ 
無
な し

 

 

有
あ り

 

（ 級
きゅう

） 

・ 
無
な し

 

 

有
あ り

 

（ 級
きゅう

） 

・ 
無
な し

 

 

 

委員
い い ん

に応募
お う ぼ

する動機
ど う き

を教
おし

えてください。 

  

障
しょう

がい福祉
ふ く し

分野
ぶ ん や

で感じる
か ん    

課題
か だ い

があれば教
お し

えてください。 

  

当事者
とうじしゃ

部会
ぶ か い

に対する
たい   

意気込み
い き ご  

や要望
ようぼう

等
とう

があれば記入
きにゅう

してください。 

  

 

■申込み先
も う し こ    さ き

： 

 

いわき市
し

 保健
ほ け ん

福祉部
ふ く し ぶ

 障
しょう

がい福祉課
ふ く し か

 当事者
と う じ し ゃ

部会
ぶ か い

担当
た ん と う

（いわき市
し

役所
や く し ょ

 ２階
  か い

 北側
き た が わ

） 

まで、本申込書
ほ ん も う し こ み し ょ

を直接
ちょくせつ

お持ち
も

いただくか、次
つ ぎ

の宛先
あ て さ き

に郵送
ゆ う そ う

・電子
で ん し

メール・ファ 

ックスにて締切日
し め き り び

までにご提出
   ていしゅつ

願
ね が

います。 

郵
ゆ う

 送
そ う

： 〒970-8686 いわき市
し

平
たいら

字
あ ざ

梅本
う め も と

21番地
ば ん ち

 電 話
で ん わ

 (２２)７４８５ 

電子
で ん し

メール： shogaifukushi@city.iwaki.lg.jp ファックス (２２)３１８３ 
 

■締切日
し め き り び

： 令和
れ い わ

５年
  ね ん

７月
  が つ

21日
に ち

（金
きん

)まで（必着
ひっちゃく

） 
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令和
れ い わ

５年度
 ね ん ど

自立
じ り つ

支援協
し え ん き ょ う

議会
ぎ か い

（障
し ょ う

がい当事者
と う じ し ゃ

部会
ぶ か い

）委員
い い ん

申込書
も う し こ み し ょ

 
※太

ふと

枠内
わくない

を記入
きにゅう

・選択
せんたく

してください。 
 

氏 名
し め い

 生 年
せ い ね ん

月 日
が っ ぴ

 

ふりがな 
いわき いちろう 昭和

し ょ う わ

 

２ 年
ね ん

 １ 月
が つ

 １ 日生
にちうまれ

 

磐城 一郎 
平成
へ い せ い

 

（満
ま ん

 ３３ 歳
さ い

） 

住 所
じ ゅ う し ょ

 電 話 番 号
で ん わ ば ん ご う

 

〒 970 － 8686 自宅
じ た く

 

携帯
けいたい

 

0246 

080 

（ 

（ 

22 

1111 

） 

） 

7485 

2222 
いわき市

し

 
平字梅本 21 

職 業
し ょ く ぎ ょ う

 

就労継続支援Ａ型 〇〇 

（方書
かたがき

）  

発達
は っ た つ

障害
しょうがい

や指定
し て い

難病
なんびょう

の診断
し ん だ ん

 身体
し ん た い

障害者
し ょ う が い し ゃ

手帳
て ち ょ う

 療育
りょういく

手帳
て ち ょ う

 精神
せいしん

障害者
しょうがいしゃ

保健
ほ け ん

福祉
ふ く し

手帳
てちょう

 

   有
あ り

   ・   無
な し

    

（精神発達遅滞） 

有
あ り

 

（ 級
きゅう

） 

・ 
無
な し

 

 

有
あ り

 

（Ｂ２級
きゅう

） 

・ 
無
な し

 

 

有
あ り

 

（ 級
きゅう

） 

・ 
無
な し

 

 

 

委員
い い ん

に応募
お う ぼ

する動機
ど う き

を教
おし

えてください。 

 障がいのことをもっと多くの人に知ってもらいたいです。自分は今仕事ができているが、働きたいと

思っている人はたくさんいると思うので、少しでも力になりたいと思います。  

障
しょう

がい福祉
ふ く し

分野
ぶ ん や

で感じる
か ん    

課題
か だ い

があれば教
お し

えてください。 

 困ったときに、どこに・誰に相談すればよいのかがわかりにくいと思います。 

当事者
とうじしゃ

部会
ぶ か い

に対する
たい   

意気込み
い き ご  

や要望
ようぼう

等
とう

があれば記入
きにゅう

してください。 

 いろいろな障がいがある方と話し合って、みんなが住みやすいいわき市にしたいと思います。 

 

■申込み先
も う し こ    さ き

： 

 

いわき市
し

 保健
ほ け ん

福祉部
ふ く し ぶ

 障
しょう

がい福祉課
ふ く し か

 当事者
と う じ し ゃ

部会
ぶ か い

担当
た ん と う

（いわき市
し

役所
や く し ょ

 ２階
  か い

 北側
き た が わ

） 

まで、本申込書
ほ ん も う し こ み し ょ

を直接
ちょくせつ

お持ち
も

いただくか、次
つ ぎ

の宛先
あ て さ き

に郵送
ゆ う そ う

・電子
で ん し

メール・ファ 

ックスにて締切日
し め き り び

までにご提出
   ていしゅつ

願
ね が

います。 

郵
ゆ う

 送
そ う

： 〒970-8686 いわき市
し

平
たいら

字
あ ざ

梅本
う め も と

21番地
ば ん ち

 電 話
で ん わ

 (２２)７４８５ 

電子
で ん し

メール： shogaifukushi@city.iwaki.lg.jp ファックス (２２)３１８３ 
 

■締切日
し め き り び

： 令和
れ い わ

５年
  ね ん

７月
  が つ

21日
に ち

(金
きん

)まで（必着
ひっちゃく

） 
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